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目的　本研究では，在宅高齢者を対象にした訪問による運動の実施者と運動教室の参加者に対して，
運動介入を 3 カ月間実施し，高齢者の身体機能にどのような影響を及ぼすのか検討した。また，
訪問型，教室型の参加者に対して簡易運動を実施するように指示し，運動継続に及ぼす影響を
検討した。

方法　2016年10月，Ｈ市在住の高齢者に介護予防運動研究参加者を募集し，応募のあった65名の内，
選定基準を満たす49名を対象者とした。訪問群はスクワットと片足立ちを実施し，訪問日以外
は，参加者自身が毎日運動を実施した。教室群は，90分間の運動教室（運動遊び，リズム体操，
バランス運動，自重負荷トレーニングなど）を実施し，教室以外では，運動の指示はしなかっ
た。対象者は訪問群（女性24名，70.3±1.8歳）と教室群（女性25名，70.2±1.8歳）に無作為
にグループ分けした。測定項目は，30秒椅子立ち上がりテスト（CS-30），最大一歩幅，
Timed Up ＆ Go Test（TUG），開眼片足立ちであった。

結果　両群ともにすべての項目で介入前より介入後に有意な向上が示された。群間の差異は，CS-
30，TUGともに介入後において訪問群よりも教室群の方が有意に高い値であった。追跡調査
の結果，訪問群では，TUGは 3 カ月後， 6 カ月後も維持されていることが確認された。CS-30，
最大一歩幅，開眼片足立ちは 3 カ月後まで維持されていたが， 6 カ月後には有意に低下してい
ることが確認された。一方，教室群では，開眼片足立ちは，介入後の効果が 3 カ月後まで維持
されていたが， 6 カ月後には有意に低下していることが確認された。CS-30，TUG，最大一歩
幅は 3 カ月後， 6 カ月後には有意に低下していることが確認された。また，簡易運動の実施状
況については，訪問型の方が教室型よりも頻度が有意に多く，両群とも 8 ～11週間後に低下し
た。

結論　本研究では，介入後に在宅で運動を実施しやすくするために教室群の介入中に簡易運動を実
施したが，介入後の簡易運動の実施頻度は，訪問群の方が多かった。簡易運動には，多種目運
動と同等の介入効果があり，種目数が 2 種目と少なく，数分でできるというメリットから，教
室後の運動プログラムとして，その経済性が期待された。しかし，教室群では， １ 人で実施し
なければならないという興味性の問題から，訪問型のように高い実施頻度を定着させることが
できなかったと考えられる。したがって，教室介入後に簡易運動を用いることは運動継続にあ
まり有効ではないことが示唆された。
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Ⅰ　緒　　　言

　わが国における65歳以上の高齢者人口は，
2021年 １ 月20日現在の人口推計によると，過去
最高の3622万人で， １ 億2557万人の総人口に占
める割合（高齢化率）は28.8％となった１）。急
速な高齢化の進展と同時に要支援・要介護者の
人口も増加し，わが国の深刻な社会問題となっ
ている。2019年 3 月時点の要介護認定者数は約
658万人，軽度要介護者（要支援 １ ～要介護
2 ）は約432万人で介護認定者の65.5％を占め
ている2）。このことから，今後ますます介護が
必要な高齢者が増えていくことが予想される。
高齢者が日常的な介護に頼ることなく，心身と
もに健康で自立した生活を営むためには，社会
的ケアのみならず，自身が自律的に健康行動を
実施することが求められる。健康を管理するた
めの行動の一つとして運動の実践がある。その
ため介護予防を目的とした運動介入が，全国各
地で実施されている3）。運動の実施方法は，外
出可能な高齢者が施設などで指導を受けて運動
を行う「教室型」と，外出できない高齢者が自
宅へ指導者の訪問を受けて運動を行う「訪問
型」に分けられる4）。教室型は主に自治体や民
間施設で行われており，運動内容は，ダンベル，
チューブを使った筋力トレーニング5），セラバ
ンド，自重負荷トレーニング6），健康体操7）な
どがある。施設型では，集団・個別指導による
マシンを使った筋力トレーニング8），訪問型で
は，自宅において自重負荷と自己抵抗によるレ
ジスタンストレーニングが行われている9）10）。
また，これらの運動介入は 3 カ月程度の期間で
終了することが多いことから，健康維持のため
には，運動介入終了後の運動継続を考える必要
がある。
　運動実践の継続は，高齢者の身体機能および
心理面への恩恵が大きいことが報告されてい
る11）12）。しかし，高齢者への運動介入の大きな
問題点として，教室型による運動介入後の運動
継続率の低さが挙げられる13）。教室型における
運動介入後の調査では，自宅での運動プログラ

ムの中止率は 3 カ月後に25％14）， 6 カ月後に50％
になることが報告されている15）。また，マシン
を使った筋力トレーニング教室における １ 年後
の筋力トレーニング実施率は，わずか12％で
あったことが報告されている16）。教室後の運動
継続率が高くない理由として，施設へ通うため
に必要な費用・時間などの経済性の問題と，自
宅において一人で運動するには興味が持てない
といった興味性の問題が考えられる。自治体で
開催されている運動教室では，継続者を対象と
した教室がほとんど実施されておらず，運動介
入後の運動は民間施設で行うか，在宅で行うこ
ととなる。しかし，民間施設に通う交通手段の
問題や費用負担も大きく，在宅で教室型と同様
の運動種目数を実施するには，多くの時間がか
かってしまう。さらに，集団で行っていた運動
を一人で行うという環境の変化から「孤独感」
が生じ，「楽しさ」「満足感」などが低下すると
いった運動継続に対するデメリットが大きいと
推察される。
　本研究では，運動内容の選定条件として，自
宅にて一人で行うことが可能な運動（スクワッ
トと片足立ち）の 2 種目とした。訪問型の運動
指導のメリットは，在宅高齢者に対して個別の
能力や環境に合致した運動プログラムを提供で
きることにある。充分なコミュニケーションを
図ることが可能であり，高齢者自身が在宅でも
楽しみ，挑戦，満足感などの内発的な動機づけ
を得られることが期待される17）。運動プログラ
ムとして介護従事者の負担が少なく，指導が容
易な簡易運動が導入されている10）。簡易運動と
は，開眼片足立ちを左右 １ 分間，スクワットを
10回で構成される。井口ら18）によれば，簡易運
動と多種目運動（自重負荷，踏み台昇降による
下肢の運動，自己抵抗による上肢の運動など）
を 3 カ月間の訪問指導で介入した結果，どちら
も介入後 6 カ月間の運動継続に有効であったこ
とを報告している。簡易運動は，種目数が 2 種
目と少なく，数分でできるというメリットがあ
り，多種目運動と同等の介入効果がある。その
ため，教室型運動による介入後の在宅運動プロ
グラムとしてその経済性が期待される。しかし，
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教室型の運動プログラムは集団で実施するが，
介入後は在宅において一人で実施しなければな
らず興味性に差異がある。したがって，教室型
の介入後の運動プログラムとして簡易運動を導
入することが，訪問型と同様に運動継続に効果
的なのか検討する必要がある。
　そこで本研究の目的は，在宅高齢者を対象に
訪問指導と教室型による運動介入を 3 カ月間実
施し，介入後 6 カ月間の身体機能にどのような
違いがあるのか明らかにすることであった。ま
た，介入後に在宅で運動を実施しやすくするた
めに，訪問型，教室型の参加者に対して簡易運
動を実施するように指示し，運動継続に及ぼす
効果を検討した。

Ⅱ　方　　　法

（ １）　調査対象
　2016年10月，Ｈ市の地域包括支援センター管
轄在住の65歳以上の高齢者に介護予防運動研究
参加者募集のチラシを配布し，応募のあった65
名に厚生労働省の示す介護予防事業参加の除外
基準19）である 7 つの項目に当てはまらないこと，
運動習慣（ １ 回30分以上の運動）が週 3 日未満
であること，教室型・訪問型のどちらでも参加
できることの選定基準を満たすかを口頭で確認
し，49名を対象者とした（女性49名，70.3±
1.8歳）。対象者を群分けするにあたり，群分け
前に評価項目の測定と質問紙法による調査を
行った。訪問群（女性24名，70.3±1.8歳）と
教室群（女性25名，70.2±1.8歳）に無作為に
割り振った。
　本研究は，東亜大学生命倫理委員会にて承認
（承認日：2016年 9 月24日。受付番号：第 9
号）を得て実施した。倫理上の配慮として，す
べての対象者に研究参加前に本研究の目的と内
容について口頭で説明し，書面による同意を得
た。

（ ２）　運動介入
　訪問群に対しては，保健師 １ 名が 2 週間に １
度の訪問指導による運動介入を 3 カ月間実施し

た。運動プログラムは，バランス能力と下肢筋
力を高める目的で開眼片足立ちを左足支持で １
分間，次に右足支持で １ 分間行わせた。安全面
を考慮し，バランスを崩した時にすぐにつかま
ることができる手すりやテーブルを用意した。
次に，スクワットを10回 １ セット行わせた。膝
の角度は，膝関節への過度の負担を避けるため
90度より浅く行うように指示をした。訪問時以
外で実施した運動をイラスト入りの記録票に記
載させ，運動の実施回数を集計した。運動の頻
度は週 3 回以上を目標としていたため，体調不
良時および旅行等の用事がある場合を除き，原
則として毎日行うよう指示をした。介入期間中
の簡易運動の実施状況は，4.3±0.4（回／週）
であった。訪問時には，記録票を確認し運動実
施状況を把握して，「今週は良く頑張りました
ね。この調子で続けていきましょう」などの言
葉がけを運動継続への意識づけとして行った。
本研究における訪問型運動教室での運動内容の
選定条件として，自宅にて一人で行うことが可
能な運動とした。
　教室群は，地域の公民館にて 2 週間に １ 度の
集団での運動を 3 カ月間実施した。血圧，体調
に問題がないことを確認したうえで運動を実施
させた。運動指導は，健康運動指導士 １ 名が
行った。内容は，ストレッチを含む準備運動を
15分，主運動60分（運動遊び，音楽に合わせた
リズム体操，レジスタンストレーニング），ス
トレッチを含む整理運動15分までの90分間とし
た。教室群は訪問群よりも運動量が多いこと，
多くの教室型では自宅での運動プログラムを提
供していないことから，教室以外で運動プログ
ラムの提供をしなかった。

（ ３）　測定項目
　身体機能の評価には，30秒椅子立ち上がりテ
スト（30-seconds Chair-stand Test，CS-30），
最大一歩幅，Timed Up ＆ Go Test（TUG），
開眼片足立ちの測定を実施した。検者は，訪問
指導を担当しない保健師 １ 名と健康運動実践指
導者 4 名が担当し，対象者の割付群がわからな
いようにした。測定場所は，対象者が在住する
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地域の公民館で行った。CS-30は １ 回，最大一
歩幅は，左右 １ 回ずつ行った。TUGは， 2 回
実施してよい方の記録を採用した。開眼片足立
ちは，両手を腰に当て，素足で立たせ，「片足
を挙げて」の合図で 2 m前の目標物を見て立つ
ように指示した。立位保持可能な時間について
ストップウォッチを用いて秒単位で測定した
（最大120秒）。支持足の位置がずれた場合は，
バランスが崩れたとして，それまでの時間を秒
単位で計測した。 2 回実施してよい方の記録を
採用した。

（ ４）　調査プロトコル
　運動介入終了後，両群に対して，介入前後，
経過観察 3 カ月と 6 カ月にCS-30，最大一歩幅，
TUG，開眼片足立ちの身体機能測定を実施した。
訪問群，教室群ともに介入後には簡易運動を毎
日行うよう指示した（体調不良時，旅行等の用
事を除く）。運動を実施した日には，対象者に
記録票に日付と丸印を記載させ， １ 週間ごとの
実施回数を集計した。途中で簡易運動を １ 週間
以上行わなくなり，再開しなかった場合は簡易
運動未継続と判断した。

（ ５）　統計分析
　測定値は，すべて平均値と標準偏差で記した。
介入前の両群の基本的属性および評価項目の比
較は，対応のないｔ-検定で検討した。CS-30，
最大一歩幅，TUG，開眼片足立ちの平均値の
差異をみるために，群の違い（訪問群，教室

群）と期間の違い（介入前，介入後，経過観察
3 カ月後， 6 カ月後）による 2 要因混合分散分
析を行った。さらに，介入後の自宅での運動の
実施回数の平均値の差異をみるために，群の違
い（訪問群，教室群）と期間の違い（介入後か
ら １ 週間ごとの24週間）による 2 要因混合分散
分析を行った。有意なＦ値が認められた場合，
Bonferroni法による多重比較検定を行った。統
計的な有意水準は， 5 ％とした。

Ⅲ　結　　　果

　介入前，介入後，経過観察 3 カ月後， 6 カ月
後における訪問群と教室群のCS-30，最大一歩
幅，TUG，開眼片足立ちの平均値と標準偏差は，
表 １に示すとおりであった。 2 要因混合分散分
析で検討した結果，CS-30，TUGは，群の要因
と期間の要因に主効果がみられ（「CS-30／群：
p ＜0.01，期間： p ＜0.01」「TUG／群： p ＜
0.01，期間： p ＜0.01」）， 2 つの要因による
交互作用がみられた（「CS-30／ p ＜0.01」「TUG
／ p ＜0.01」）。多重比較を行った結果，訪問
群の身体機能の評価は，CS-30，TUGともに介
入前よりも介入後，経過観察 3 カ月で有意に向
上しており（「CS-30／17.8 vs. 19.1，18.6回，
p ＜0.01」「TUG／ 5.4 vs. 5.3，5.3秒， p ＜
0.01」），介入後と比較して経過観察 6 カ月で有
意に低下することが認められた（「CS-30／19.1 
vs. 18.2回，p ＜0.01」「TUG／ 5.3 vs. 5.3秒，
p ＜0.01」）。教室群の身体機能の評価は，CS-

表 １　訪問群と教室群における介入前後および経過観察後の身体機能の平均値と標準偏差
訪問群（ｎ＝24） 教室群（ｎ＝25） 主効果

交互作用
介入前 介入後 経過観察

3 カ月
経過観察
6 カ月 介入前 介入後 経過観察

3 カ月
経過観察
6 カ月 期間 群

CS-30（回） 17.8
（0.9）

19.1a
（1.2）

18.6a
（1.0）

18.2b
（1.1）

18.2
（1.3）

20.8ac
（1.4）

19.6ab
（1.5）

18.9b
（1.2） 63.9＊＊ 11.0＊＊ 6.7＊＊

最大一歩幅（㎝） 87.3
（3.6）

89.9a
（3.8）

89.0a
（3.5）

88.6b
（3.7）

89.4
（4.5）

92.1a
（5.0）

90.0b
（4.3）

89.0b
（4.4） 32.6＊＊ 1.6　　 4.6＊＊

TUG（秒） 5.4
（0.2）

5.3a
（0.2）

5.3a
（0.2）

5.3b
（0.2）

5.3
（0.2）

5.0ac
（0.2）

5.1ab
（0.2）

5.2b
（0.2） 11.2＊＊ 29.3＊＊ 2.9＊＊

開眼片足立ち（秒） 38.3
（29.9）

61.6a
（35.6）

58.5ac
（35.3）

54.2bc
（32.7）

40.6
（29.6）

66.8bc
（40.5）

54.7b
（36.3）

47.0b
（34.6） 63.3＊＊ 0.0　　 4.6＊＊

注　１）　数値，平均（標準偏差）
　　2）　CS-30，30秒椅子立ち上がりテスト；TUG，Timed Up ＆ Go Test；＊＊， p ＜0.01
　　3）　交互作用による群内の期間の有意差；ａ，介入前と比較；ｂ，介入後と比較；交互作用による群間の有意差，ｃ，群間の差異
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30，TUGともに介入前よりも介入後，経過観
察 3 カ月で有意に向上しており（「CS-30／
18.2 vs. 20.8，19.6回， p ＜0.01」「TUG／5.3 
vs. 5.0，5.1秒， p ＜0.01」），介入後と比較し
て経過観察 3 カ月， 6 カ月で有意に低下するこ
と が 認 め ら れ た（「CS-30／20.8 vs. 19.6，
18.9回， p ＜0.01」「TUG／5.0 vs. 5.1，5.2秒，
p ＜0.01」）。群間の差異は，CS-30，TUGとも
に介入後において訪問群よりも教室群の方が有
意 に 高 い 評 価 で あ っ た（「CS-30／19.1 vs. 
20.8回， p ＜0.01」「TUG／5.3 vs. 5.0秒， p
＜0.01」）。その他の期間については群間に有意
差はみられなかった。
　最大一歩幅と開眼片足立ちは，期間の要因に
よる主効果がみられ（「最大一歩幅／ p ＜0.01」
「開眼片足立ち／ p ＜0.01」）， 2 つの要因に
よる交互作用がみられた（「最大一歩幅／ p ＜
0.01」「開眼片足立ち／， p ＜0.01」）。多重比
較を行った結果，訪問群では最大一歩幅，開眼
片足立ちともに介入前よりも介入後，経過観察
3 カ月で有意に高く（「最大一歩幅／87.3 vs. 
89.9，89.0㎝」「開眼片足立ち／38.3 vs. 61.6，
58.5秒」），介入後と比較して経過観察 6 カ月で
有意に低下することが認められた（「最大一歩
幅／89.9 vs. 88.6㎝」「開眼片足立ち／61.6 vs. 
54.2秒」）。教室群では，最大一歩幅，開眼片足
立ちともに介入前よりも介入後で有意に高く

（「最大一歩幅／89.4 vs. 92.1㎝」「開眼片足立
ち／40.6 vs. 66.8秒」），介入後と比較して経過
観察 3 カ月， 6 カ月で有意に低下することが認
められた（「最大一歩幅／92.1 vs. 90.0，89.0
㎝」「開眼片足立ち／66.8 vs. 54.7，47.0秒」）。
群間の差異は，開眼片足立ちが経過観察 3 カ月，
6 カ月において教室群よりも訪問群の方が有意
に高い値であった（58.5 vs. 54.7秒；54.2 vs. 
47.0秒）。最大一歩幅は，すべての期間で群間
に有意差はみられなかった。
　両群の経過観察 6 カ月間の １ 週ごとにおける
簡易運動の実施状況は，群の違いによる主効果
（18.8， p ＜0.01）と期間の要因による主効
果（4.0， p ＜0.01）がみられたが，交互作用
はみられなかった。群の要因について多重比較
を行った結果，訪問群の方が教室群よりも有意
に多かった（3.9 vs. 2.6回／週）。介入後 １ 週
目と比較して， 8 週目から11週目で有意な減少
が認められ（3.7 vs. 3.2，3.2，3.1，3.0回／
週），11週目以降は24週目まで有意差はなかっ
た（図 １）。

Ⅳ　考　　　察

　在宅高齢者を対象にした訪問型の実施者と教
室型の参加者に対して， 2 週間に １ 度の運動介
入を 3 カ月間実施した。その結果，両群ともに

図 １　１２週間の訪問指導期間および２４週間の経過観察期間における簡易運動の頻度の変化
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注　１）　Ｐ：介入後 １ 週目（3.7回／週）と 8 ～11週目（3.2，3.2，3.1，3.0回／週）を比較して有意な減少があった
　　2）　ns：介入後 １ 週目と11～24週目を比較して有意差がなかった
　　3）　Ｇ：訪問群（3.9回／週）と教室群（2.6回／週）を比較して有意に訪問群の方が多かった



―　 ―7

第69巻第 2号「厚生の指標」2022年 2 月

CS-30，最大一歩幅，TUG，開眼片足立ちにつ
いて，介入前より介入後に有意な向上が示され
た。最大一歩幅は，群間に有意差はみられな
かったが，CS-30，TUGは介入後に訪問群より
も教室群の方が有意に上回っていた。つまり，
訪問型でも教室型であっても介入後に身体機能
が改善し，CS-30，TUGに関しては教室群の方
が訪問群よりも介入効果が大きくなることが明
らかになった。
　教室型の運動介入を行った先行研究によると，
介入後に開眼片足立ち，TUG20），CS-3021），最
大一歩幅，開眼片足立ち6）22）の改善が報告され
ている。本研究の教室群の介入効果は，これら
の先行研究と一致していた。一方，訪問群は，
簡易運動であっても訪問指導日以外に週 4 回以
上実施していたため，開眼片足立ち，最大一歩
幅に対する介入効果が，教室群と同等であった
と推察される10）17）。筋持久力（CS-30）と移動
能力（TUG）については，教室群の方が訪問
群よりも改善が大きかったが，これは教室群の
方が移動を伴う動きが多く含まれていたこと，
１ 回の運動時間が90分と長かったことに起因し
ていると考えられる。
　運動介入終了後，両群に対して自宅で簡易運
動を毎日行うよう指示した結果，訪問群では 6
カ月後の簡易運動の継続率は100％であったの
に対し，教室群は，途中で中断した者が 4 名お
り，継続率は84％であった。 6 カ月間の追跡調
査を行った結果，訪問群では，TUGが 6 カ月
後まで維持された。また，CS-30，最大一歩幅，
開眼片足立ちは 3 カ月後まで維持され， 6 カ月
後に低下していることが確認された。一方，教
室群では，開眼片足立ちが 3 カ月後まで維持さ
れるが， 6 カ月後には有意に低下した。CS-30，
TUG，最大一歩幅は， 3 カ月後には低下して
いることが確認された。つまり，運動介入後の
身体機能は，訪問群の方が教室群よりも維持さ
れることが明らかになった。介入後の簡易運動
実施回数は，訪問群の3.9回／週に対して教室
群が2.6回／週と有意に少なく，このことが身
体機能の介入効果に関連していると考えられる。
　本研究では，介入後に在宅で運動を実施しや

すくするために教室群の介入中に簡易運動を実
施したが，介入後の簡易運動の実施頻度は，訪
問群の方が多かった。簡易運動には，多種目運
動と同等の介入効果があり，種目数が 2 種目と
少なく，数分でできるというメリットから，教
室後の運動プログラムとして，その経済性が期
待された。しかし，教室群では，一人で実施し
なければならないという興味性の問題から，訪
問型のように高い実施頻度を定着させることが
できなかったと考えられる。したがって，教室
介入後に簡易運動を用いることは運動継続にあ
まり有効ではないことが示唆された。本研究に
おいて利益相反自己申告として，申告すべきも
のはなかった。
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